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は　じ　め　に

ジャガイモヒゲナガアブラムシ Aulacorthum solani

は，世界に広く分布する広食性の農業害虫である
（BLACKMAN and EASTOP, 2000；日本応用動物昆虫学会，

2006）。我が国では，ジャガイモおよびダイズなどの害
虫として多くの報告がある（梶野，1976；本多ら，1990 

; NAKATA, 1995；佐藤ら，2002）。カナダ，英国およびス
ペイン等では，本種は施設栽培のトウガラシ類や花き類
等における重要害虫として報告されている（Sanchez et 

al., 2007；Jandricic et al., 2014）。本種は作物への直接加
害のみならず，ダイズ矮化ウイルス Soybean dwarf virus

をはじめとしたウイルス媒介虫としても知られており，
例えば，東北地域（本多ら，1990）および北海道（玉田，
1975）での発生に係る研究報告がある。
促成栽培の施設ピーマンにおける本種の発生について
は，これまでに高知県の事例が報告されている（長坂・
大矢，2003）。2000年代前半にアザミウマ類対策として
のタイリクヒメハナカメムシ利用とアブラムシ対策とし
てのコレマンアブラバチを用いたバンカー法を組み込ん
だ総合的病害虫管理（Integrated Pest Management； 以
下，IPMと略）体系の中でその発生が問題となった。
鹿児島県では 2009年ころからスワルスキーカブリダニ
Amblyseius swirskiiを中心とした IPMの普及拡大に伴っ
て，生産現場からジャガイモヒゲナガアブラムシの被害
の情報が多く寄せられるようになった。
施設栽培ピーマンは，我が国において IPMの普及が
進む代表的な品目となっている（全国農業改良普及職員
協議会，2013）。このため，ピーマンにおけるジャガイ
モヒゲナガアブラムシの被害を抑制する技術の開発は，
ピーマンの IPMの確立と普及のみならず，今後，様々
な品目における IPMの技術的発展および普及推進にお

いて重要な課題である。しかし，ピーマンにおけるジャ
ガイモヒゲナガアブラムシの寄生と被害発現の関係，あ
るいは生産地圃場における本種の発生時期や侵入経路等
の実態について明確なデータを提示した報告はない。
そこで筆者らは，ジャガイモヒゲナガアブラムシによ
るピーマンへの加害を室内条件で確認するとともに，ピ
ーマン生産地圃場における本種の発生および被害様相に
ついて調査した。本稿では，この結果をもとにして，本
種に対する防除対策について考察する。
本文に先立ち，調査にご協力をいただいた鹿児島県志
布志市のピーマン農家および地域の関係指導機関に厚く
御礼申し上げる。また，本稿で取り上げた調査結果の一
部は，農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業「ギ
フアブラバチの大量増殖と生物農薬としての利用技術の
開発」を活用して実施した研究成果であることを申し添
える。

I　ピーマンに対する被害発現

ジャガイモヒゲナガアブラムシが発生したピーマン圃
場では，特徴的な症状が見られる。すなわち，ピーマン
新葉の奇形および黄化，成葉の黄化ならびに果実の斑点
である。しかし，これらの症状がジャガイモヒゲナガア
ブラムシによって引き起こされるものか否かについては
これまで特定されてこなかった。そこで筆者らは，まず，
鹿児島県志布志市のピーマン株から採集したジャガイモ
ヒゲナガアブラムシ個体群を用いて，上記の症状が本種
によるピーマンへの加害であることを確認するととも
に，本種の密度および寄生期間とピーマンでの症状の関
係を実験室（温度 20℃および光周期 14L―10D）におい
て調べた。
本種の接種頭数は，新葉（茎頂部未展開葉）および果

実に対しては 1頭および 10頭，ならびに成葉に対して
は 1頭，5頭および 10頭とした。それぞれの密度区に
ついて，供試虫を 24時間寄生させる区およびピーマン
の被害発現まで連続して寄生させる区を設けた。実験に
は，ポット植えのピーマン苗を用いたが，ピーマンの各
部位に対して本種を確実に寄生および吸汁させるため，
新葉へ接種する場合には生長点だけを残して展開した葉
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はすべて除去し，一方，成葉へ接種する場合には，4～
5枚目の成葉 1枚だけを残して，生長点および他の葉は
すべて除去した。このピーマン苗に対して，累代飼育中
のコロニーから無作為に選んだ 1～ 2齢幼虫を，面相筆
を用いて接種し，この苗を飼育容器に収容して，症状が
十分に確認できる様になるまで一定期間飼育した。1～
2齢幼虫を用いたのは，実験期間中に成虫になり産仔し
て寄生密度が変化することを避けるためである。一方，

果実への被害確認にあたっては，播種から約 2か月後の
ピーマン苗（品種　‘TM鈴波’）を用い，果実が着生する
まで栽培した後，長さが約 10 cmまで生育したピーマ
ン果実を，無作為に 1株から 1個選び，この果実に対し
て本種 1～ 2齢幼虫を接種した。幼虫の接種後には果実
全体を目合い約 0.3 mmのゴースで覆い，虫の逃亡を防
ぐために開口部を封鎖した。
その結果，ピーマン株上へのジャガイモヒゲナガアブ

ラムシ幼虫の接種により，新葉の奇形，成葉の黄化およ
び果実へのえ死斑点が生じることが確認され（図―1 a, b, 

c），生産地圃場で観察された症状との一致が認められ
た。この症状発現までの期間は新葉および成葉では幼虫
放飼後約 6日，果実では約 2日であった（図―2）。この
期間に対して，幼虫の接種密度，存在期間ともに有意な
影響は認められなかった。すなわち，1～ 2齢幼虫 1頭

図－1　 ジャガイモヒゲナガアブラムシによるピーマンへ
の被害
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が 24時間吸汁しただけで，症状が発現するということ
である。

II　ピーマン生産地圃場における実態調査

 1 調査方法および生産地の栽培概況
ジャガイモヒゲナガアブラムシのピーマンでの発生お
よび被害の実態を，鹿児島県志布志市志布志町の施設ピ
ーマン促成栽培農家圃場において，2012年 11月～ 13

年 3月（2012年作）および 2013年 11月～ 14年 3月ま
で（2013年作）の 2作にわたり調査した。調査圃場は，
12年作では 2農家 5圃場（圃場 A～ E），13年作では 2

農家 2圃場（圃場 F, G）ののべ 7圃場とした。圃場 A

および B，圃場 C, Dおよび Eがそれぞれ同一農家であ
り，圃場 Fおよび Gはそれぞれ 12年作の圃場 A～ E

とは異なる農家である。調査圃場のピーマン品種は，圃

場 A, B, Fおよび Gが ‘TM鈴波’，圃場 C, Dおよび Eが
‘オールマイティ’であり，当該地域で一般的に栽培され
る主要品種である。ピーマン定植は 9月下旬であり，主
枝 4本仕立てで栽培し，11月中旬から設定温度 18℃で
加温した。
本県のピーマン栽培で一般的に使用される施設は，天

井が半円形をした鉄骨製であり，1棟が約 250～ 300 m2

の単棟施設を 3～ 5棟連結合させることで約 1,000 m2

～ 1,500 m2の施設として利用している（図―3）。当該調
査地域では，施設をすべてポリフィルムで覆った後にピ
ーマン苗を定植し，栽培を開始する。換気は連結部分で
のポリフィルムの開閉によって行う。開閉の幅は約 2 m

ある。圃場 Fおよび Gの 2施設のみ，この開口部にそ
れぞれ目合い 1.0 mmおよび 0.6 mmの防虫ネットを展
張している。

開口部

畦 B 畦 A 畦 B 畦 B畦 A

約 3 m 約 2 m

図－3　 ピーマン栽培で一般的に用いられる施設の構造

表－1　鹿児島県志布志市の生産地ピーマン施設におけるジャガイモヒゲナガアブラムシの発生状況

圃場 年
植栽株
数/施設

月 1）

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

Ear. Mid. Lat. Ear. Mid. Lat. Ear. Mid. Lat. Ear. Mid. Lat. Ear. Mid. Lat. Ear. Mid. Lat. Ear. Mid. Lat.

A
2012～
2013

1,500 □ ■

B
2012～
2013

1,500 □ ■

C
2012～
2013

1,300 □ ■

D
2012～
2013

1,000 □ ■ ■

E
2012～
2013

1,000 □ ■

F
2013～
2014

900 □ ■

G
2013～
2014

1,000 □ ■

1）定植時期（□）およびジャガイモヒゲナガアブラムシの発生時期（■）．
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調査期間は，2012年作では 12年 11月 26日～ 13年 3

月 21日まで，2013年作では 13年 10月 2日～ 14年 3

月 12日までとした。調査間隔は原則として 2週間間隔
としたが，農家からジャガイモヒゲナガアブラムシの被
害報告があった場合には，速やかに調査を実施した。い
ずれの調査圃場においても，本種が発生するまでは，ア
ブラムシ類に対して効果を有する殺虫剤の散布はなかっ
た。調査期間終了後には速やかにピメトロジン水和剤に
よる防除を実施した。ただし，2012年作の圃場 Aにつ
いては，発見から農家が防除を実施するまで一定の期間
があったため，本種の初発見から 8日後と 15日後にも
調査を実施した。調査は，ピーマン株上におけるジャガ
イモヒゲナガアブラムシ成虫と幼虫の個体数ならびに被
害の有無について，調査圃場内の全株を目視により確
認・計数した。新葉の奇形または黄化，成葉の黄化が認
められた株を被害株とし，被害株のうち被害果（果実上
にえ死斑点があるもの）を有するものを被害果保有株と
して計数した。また，本種成虫または幼虫の寄生が認め
られた株を便宜上パッチとして扱い，パッチあたりのア
ブラムシ密度を求めた。調査は，圃場 E, Fおよび Gの
3箇所においては，施設内における被害株の分布を解析
できるよう，施設開口部直下の畝上に植栽される株（図

―3の畦 A）および開口部から離れた畝上の株（図―3の
畦 B）に区別して調査した。なお，1施設当たりの単棟
施設連数および開口部直下の 3列の中央列に位置する畝
へのピーマンの植栽の有無については，農家および施設
ごとに異なったため，開口部直下の畝上の株数とそれ以
外の畝上の株数については調査圃場間で異なった。

 2 ジャガイモヒゲナガアブラムシの発生と被害の
  状況
表―1はジャガイモヒゲナガアブラムシの発生時期を

示したものである。本種の発生時期は年および圃場によ
って異なり，一定でないことがわかる。これは，同じく
ピーマンで発生するモモアカアブラムシMyzus persicae

やワタアブラムシ Aphis gossypiiと同様である。
ジャガイモヒゲナガアブラムシの初発生を確認した時

点での被害株率は0.6％～ 6.0％，本種の寄生株率は0.5％
～ 3.2％で（図―4 a），被害株に対する被害果保有株の割
合（被害果保有株率）は21.7％～ 55.9％であった（表―2）。
本種による被害株の発生位置を見ると，屋根連結部の開
口部直下に植栽された株では，開口部から離れた場所よ
りも被害株率が有意に高いことが示された（表―3）。な
お，本種による被害を認めても本種の成虫または幼虫は
見られない株も存在し（図―4 aの圃場 C～ G），被害株
と寄生株は必ずしも一致しなかった。
一方，本種の初発生を確認した時点での個体数は，

1,000 m2当たり 15頭（圃場 C）～ 633頭（圃場 G）で
あった（図―4 b）。また，同じく初発生時において，本
種の寄生を認めた株，すなわちパッチにおける平均密度
は 2.4頭（圃場 C）～ 36.3頭（圃場 A）であった（図―
4 b）。

表－2　ジャガイモヒゲナガアブラムシ被害株のうち被害果実を
保有する株の割合

圃場 被害株数
被害果実を
保有する株数

被害果保有株率（％）

E 34 19 55.9

F 52 19 36.5

G 60 13 21.7

表－3　施設開口部直下とそれ以外の畦におけるピーマンでのジャガイモヒゲナガアブラムシ被害株率の発生の相違

圃場
施設でのピーマン植栽株数 被害株数 被害株率（％）＊

開口部直下の畦 それ以外の畦 開口部直下の畦 それ以外の畦 開口部直下の畦 それ以外の畦

A 800 700 12  4 1.50 0.57

B 800 700  6  3 0.75 0.43

C 800 500 11  2 1.38 0.40

D 570 430 46 10 8.07 2.33

E 570 430 31  3 5.44 0.70

F 400 500 19 33 4.75 6.60

G 670 330 50 10 7.46 3.03

＊開口部直下およびそれ以外の畦間の被害株率には有意差あり（GLMM，p＜ 0.05；誤差構造：二項分布；リンク関数：ロジット）．
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 3 ジャガイモヒゲナガアブラムシの個体数および
  被害の経時的変化
図―5は，ジャガイモヒゲナガアブラムシの初発生直

後に防除が実施されなかった調査圃場 Aにおける，本
種による被害株率および本種の寄生株率（a）ならびに
本種個体数の経時的変化（b）を示したものである。被
害株率および寄生株率はいずれも初発時の 1.1％から 8

日後にはその約 2倍の 2.1％に，15日後になると被害株
率では初発時の約 6倍に相当する 6.6％に，寄生株率で
は約 4倍に相当する 4.5％に達した（図―5 a）。
一方，本種の 1,000 m2当たり総個体数（図―5 b）は，
初発時，8日後および 15日後ではそれぞれ 581頭，727

頭および 1,039頭であり，その増加率は 8日後で 1.3倍
および 15日後で 1.8倍と，被害株率の増加率よりも低
かった。一方，1パッチ当たり個体数は，初発時の 36.3

頭から 8日後には 23.5頭，15日後は 15.5頭と，圃場で
の総個体数の増加とは相反して時間の変化とともに減少
した。

III　生産地ピーマンでの発生および被害に係る
　　　一連の考察

ジャガイモヒゲナガアブラムシは，以下のような理由
からピーマンの生産において重要かつ防除が困難な害虫
であると言える。
（ 1）　寄生数に関係なくピーマン果実へ直接被害を及
ぼし，なおかつこの果実は被害が軽微であっても可販果
とならないため，経済的損失が大きいこと。
（ 2）　本種の発生時期は，圃場および年次間で一定で
なく，いったん殺虫剤による防除を実施しても再度発生
するケースがあるため（表―1），本種の発生には常に警
戒を要すること。
（ 3）　本種の体色は淡緑色または黄緑色で（宗林，

2003），ピーマンの各部位とよく似るため虫体の発見が
難しく，農家はピーマンへの被害が発現するまで本種の
発生を見逃すリスクが高いこと。
（ 4）　本種の寄生株率よりも被害株率のほうが高いこ
と（図―4 a）。
（ 5）　1圃場での調査結果ではあるものの，圃場での
個体数の増加率よりも被害株率の増加率のほうが高いこ
と（図―5 a）。
ピーマンの生産において本種の被害による経済的損失

を最小限にとどめるためには，早期発見による対策が不
可欠である。しかし，筆者らの室内実験において，症状
の発現は本種の寄生にやや遅れを伴っており，新葉，成
葉では約6日後，果実では約2日後である（図―2 a, b, c）。
本種はコロニーが小さく，移動分散しながら産子を行う
特性を持つと考えられている（水越・柿崎，1995）。実
際に，ピーマン生産地圃場での本種初発生時の調査にお
いて，ピーマンへの被害が見られながら，本種の成虫や
幼虫が認められなかった。これは，本種がピーマンのあ
る特定の株に一定期間定着し，症状が発現したころに
は，既に他の株へ移動・分散したためと考えられた。ま
た，ピーマンの被害株率，本種の寄生株率，パッチ当た
り個体数，1,000 m2当たりの個体数という四つのパラメ
ータ間において一定の傾向は見いだせなかった（図―4 a, 

b）。これら一連の特徴は，本種に対しては被害株の分
布や規模をもってその生息位置や個体数を特定すること
が難しいことを示している。このため，①初発生時の見
かけの被害以上にその後の被害の増大を招く，②本種に
対して被害株およびその周囲のみを対象とした局所的な
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図－4　 施設ピーマンでのジャガイモヒゲナガアブラムシ
初発生時の被害と個体数

（a）ジャガイモヒゲナガアブラムシ被害株率および
被害株のうち本種の寄生株率．
（b）ジャガイモヒゲナガアブラムシ密度/パッチおよ
び総個体数/1,000 m2．
横軸の D―1および D―2は，圃場 Dでの 1回目および
2回目の発生時を示す．
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防除が困難である，ということが言え，ジャガイモヒゲ
ナガアブラムシはリスクが高い害虫であることを示唆し
ている。

SANCHEZ et al.（2007）は，スペインの施設栽培トウガ
ラシ類において本種の発生が問題となっている背景に，
生物的防除を中心とした IPMの体系化によって，殺虫
スペクトルの広い殺虫剤が使用されなくなっていること
を挙げている。実際，調査を実施したピーマン生産地で
は，地域のすべてのピーマン栽培農家がスワルスキーカ
ブリダニやコレマンアブラバチ Aphidius colemani を中
心とした IPMを実践しており，ジャガイモヒゲナガア
ブラムシが発生するまでの間，アブラムシ類に対して効
果を有する殺虫剤を使用していない。天敵利用を基幹技
術とした IPM体系下では，使用できる殺虫剤の種類が
制約される。その上，コレマンアブラバチはジャガイモ
ヒゲナガアブラムシに対して寄生が成立しない（長坂ら，

2010 ; OHTA and HONDA, 2010）。これらのことから，天敵
利用が進む施設ピーマンでは，今後本種の被害が拡大す
る危険性があり注意を要する。
ピーマン施設における本種の主な侵入経路は，連棟ハ

ウスに見られる屋根連結部の開口部と考えられた（表―
3）。本種は，北日本では完全生活環をとり，雑草などに
おいて卵で越冬するが（梶野，1976），西日本では不完
全生活環をとり，胎生雌が越冬すると考えられている
（秋野・佐々木，1957）。また，本種の寄主範囲はジャガ
イモおよびダイズのほか，カボチャ，キュウリおよびダ
イコン等の野菜類からギシギシやクローバー類等の農耕
地周辺で一般的に見られる雑草まで多岐にわたる（梶野，
1976）。鹿児島県におけるピーマンの生産地は，施設と
露地農耕地が混在する地域が多い。本種の生活環や寄主
植物に係る先の一連の知見は，冬期をまたいで作付けさ
れる促成栽培のピーマンであっても常に本種の侵入リス
クが高いことを示唆している。この対策として，防虫ネ
ットが考えられるところであるが，本報告における圃場
Fおよび Gの調査では，施設の開口部に防虫ネットを
展張しているにもかかわらず，本種の発生を認めたた
め，これだけでは本種の発生および被害を抑制すること
は困難である。

IV　今後の防除対策

ジャガイモヒゲナガアブラムシに対しては，土着の寄
生蜂であるギフアブラバチ Aphidius gifuensisが有効で
あることが知られている（小野ら，2004 ; OHTA and 

HONDA, 2010）。施設栽培ピーマンやナスでは，恒常的に
発生するモモアカアブラムシやワタアブラムシに対して
コレマンアブラバチを用いたバンカー法が確立されてい
るが（長坂ら，2010），発生時期が一定でなく，早期発
見が困難なジャガイモヒゲナガアブラムシに対しても，
天敵を常時供給するための手段としてバンカー法（OHTA 

and HONDA, 2010）なども活用した実用的防除技術の確立
が求められる。ギフアブラバチを活用したジャガイモヒ
ゲナガアブラムシに対する防除技術の確立については，
現在農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業「ギフ
アブラバチの大量増殖と生物農薬としての利用技術の開
発」において取り組まれており，今後逐次その成果が公
表されると思うので，防除対策の参考に活用していただ
きたい。

お　わ　り　に

ジャガイモヒゲナガアブラムシは，施設ピーマンでの
天敵利用に伴う生産体系下での使用殺虫剤の変化によっ
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図－5　 施設ピーマンでのジャガイモヒゲナガアブラムシ
の被害と個体数の経時的変化

（a）ジャガイモヒゲナガアブラムシ被害株率および
被害株のうち本種の寄生株率．
（b）ジャガイモヒゲナガアブラムシ密度/パッチおよ
び総個体数/1,000 m2．
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て，その発生と被害が顕在化した代表的な害虫である。
本県での初発見から約 10年が経過してようやく生産地
での IPM体系に適合した防除技術の確立が図られつつ
ある。天敵利用を中心とした IPM技術の確立から普及
に至るまでは，生産地の指導機関との連携を含め長年の
歳月を要するが，このような体系が新たな害虫の顕在化
により崩壊してしまえば，IPMの推進には大きな阻害
となる。IPM技術の確立にあたっては，当然主要害虫
の防除対策に主眼を置いた取組が優先されるが，今後は
対象作物で使用農薬などが変化した場合に顕在化する可
能性を有する病害虫のリスク評価とその防除技術まで見
据えて技術開発に取り組む必要がある。
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